
田端昌平先生　ご略歴・研究業績

略　　　　　歴

１９５５年兵庫県神戸市生まれ。

学　歴

１９７３年３月１日 兵庫県立御影高等学校卒業

１９７３年４月１０日 兵庫県立神戸商科大学商経学部経営学科入学

１９７７年３月２５日 同上卒業

１９７７年４月１０日 神戸商科大学大学院経営学研究科博士前期課程入学

１９７９年３月２６日 同上修了

１９７９年４月１０日 神戸商科大学大学院経営学研究科博士後期課程入学

１９８２年３月２５日 同上単位修得退学

教員歴

１９８２年４月１日～１９８６年３月３１日 近畿大学商経学部専任講師

１９８６年４月１日～１９９９年３月３１日 近畿大学商経学部助教授

１９９９年４月１日～２００３年３月３１日 近畿大学商経学部教授

２００３年４月１日～２０２１年３月３１日 近畿大学経営学部教授

２０２１年４月１日  近畿大学名誉教授

近畿大学での主要な役職経歴

２０００年１０月１日～２００３年９月３０日 商経学部商学科国際ビジネスコース主任

２００３年４月１日～２００７年３月３１日 経営学部商学科長

２００４年４月１日～２００８年３月３１日 商経学部商学科長

２００６年４月１日～２００７年３月３１日 経営学部商学科国際ビジネスコース主任

２００８年１０月１日～２０１１年９月３０日 経営学部商学科長

２００８年１０月１日～２００９年９月３０日 経営学部商学科国際ビジネスコース主任

２００８年１０月１日～２０１０年９月３０日 商経学部商学科長

２００８年１０月１日～２００９年９月３０日 商経学部商学科国際ビジネスコース主任

２０１２年４月１日～２０１８年３月３１日 短期大学部長

２０１３年４月１日～２０１９年３月３１日 司書課程運営委員会委員長

２０１５年４月１日～２０２１年３月３１日 体育会相撲部部長

在外研究歴

１９９３年８月１０日～１９９４年８月３０日 米国ワシントン大学（シアトル）客員研究員

２００７年９月１８日～２００７年１１月１８日 英国レディング大学客員研究員

学会役職歴

１９９６年７月５日～２００３年７月３１日 多国籍企業研究会理事

２００３年８月１日～２００７年６月３０日 多国籍企業研究会代表理事，副会長

２００７年７月１日～２０１１年７月３１日 多国籍企業学会代表理事，副会長

２０１１年８月１日～現在 多国籍企業学会理事

２００６年１１月３日～現在 国際ビジネス研究学会理事

２００９年５月３０日～２０１３年５月２９日 日本貿易学会理事

２０１５年５月３０日～２０１９年３月３１日 日本貿易学会理事

学外委員歴

１９８７年８月１日～１９８９年７月３１日 大阪府産業労働政策推進会議

    構造転換小委員会主査（府知事諮問機関）
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研　究　業　績

単著書

１． 『日本型研究開発の変容とグローバル化』pp.１�２２０．近畿大学商経学会，１９９８年７月３１日．

共著書（分担執筆）

１． 車戸實編『国際経営論』（担当：第２部第１章「マーケティング戦略」pp.７０�９４）八千代出版，

１９８８年３月２０日．

２． 江夏健一編『グローバル競争戦略 ―競争優位の再構築―』（担当：第３章「グローバル・マーケ

ティング機会と市場機会分析」pp.６９�８６）誠文堂新光社，１９８８年７月１９日．

３． 安室憲一編，多国籍企業研究会著『多国籍企業文化』（担当：第３章「革新的技術開発と日本企

業の組織文化」pp.５１�６８）文真堂，１９９４年１１月２０日．

４． 高井眞編『グローバル・マーケティングへの進化と課題』（担当：第５章「製品開発の戦略と職

能間統合のあり方」pp.９３�１１５）同文舘，２０００年１１月１日．

５． 竹田志郎編『日本企業のグローバル市場開発』（担当：第８章「グローバル企業の研究開発 ―ネッ

トワーク型研究開発の展望―」pp.１６２�１７８）中央経済社，２００５年１月２５日．

６． 安室憲一編『新グローバル経営論』（担当：「はじめに」pp.���，第１章「グローバルとは」

pp.３�２２）白桃書房，２００７年３月２６日．

７． 藤澤武史編『グローバル・マーケティング・イノベーション』（担当：第７章「多国籍企業と製

品戦略」pp.１４３�１７６）同文館出版，２０１２月４月１８日．

８． 大石芳裕，桑名義晴，田端昌平，安室憲一監修，多国籍企業学会著『多国籍企業と新興国市場』

（担当：第６章「新興国市場への製品戦略 ―グッドイナフマーケットの攻略―」pp.１１４�１３１）文

眞堂，２０１２年１０月１日．

９． 安室憲一監修，古沢昌之，山口隆英編『安室憲一の国際ビジネス入門』（担当：第５章「国際研

究開発」pp.６２�７５）白桃書房，２０１９年５月１６日．

１０． 廣田章光，大内秀二郎，玉置了編『デジタル社会のマーケティング』（担当：序章「伝統的マー

ケティングとデジタル社会のマーケティング」pp.１�１２）中央経済社，２０１９年１０月１６日．

１１． 浅川和宏，伊田昌弘，臼井哲也，内田康郎監修，多国籍企業学会著『未来の多国籍企業：市場の

変化から戦略の革新，そして理論の進化』（担当：「あとがき」pp.３６５�３６８）文眞堂，２０２０年１月

３１日．

共訳著（分担執筆）

１． Alan M. Rugman, Donald J. Lecraw & Laurence D. Booth（eds.）, International Busi- 
ness; Firm and Environment（Chapter １５, Johny Johansson,“Marketing Management”）, 

McGraw-Hill, Inc. １９８５.

中島潤，安室憲一，江夏健一監訳，多国籍企業研究会訳『インターナショナルビジネス』（担当：

第１５章「マーケティングマネジメント」pp.４５３�４８７）マグロウヒル，１９８７年５月２５日．

２． Ankie, M. M. Hoogvelt, Multinational Enterprise: An Encyclopedic Dictionary of Concepts and 
Terms（３７ Items）, Macmillan, １９８７.

江夏健一，中島潤監訳『英和多国籍企業辞典』（担当：３７項目）中央経済社，１９８９年５月２５日．

３． Philip R. Cateora & Susan Keaveney, Marketing: An International Perspective（Chapter ３, “In-

ternational Marketing Research”, Chapter ４,“International Product Policy”, and Chap-

ter ５,“International Pricing”）, Richard D. Irwin Inc., １９８７.

角松正雄監訳，大石芳裕，田端昌平，北原明彦，池田芳彦訳『マーケティングの国際化』（担当：

第３章「マーケティングリサーチ」pp.６１�８５，第４章「国際製品政策」pp.８６�１１３，第５章「国際

価格政策」pp.１１４�１４１）文真堂，１９８９年６月１０日．

４． James C. Baker, John K. Ryans, Jr. & Donald G. Howard（eds.）, International Business 
Classics（Chapter ３４, William A. Dymsza,“Global Strategic Planning: A Model and Re-

cent Developments”）, Lexington Books, １９８８.

中島潤，首藤信彦，安室憲一，鈴木典比古，江夏健一監訳『国際ビジネス・クラシックス』（担

当：第３４章「グローバル戦略計画：モデルと近年の発展」pp.６５８�６８１）文真堂，１９９０年１０月１日．

５． Nancy J. Adler, International Dimensions of Organizational Behaviour（Chapter １０,“Interna-

tional Career”,“Epilogue”）, PWS-KENT, A Division of Wadsworth, Inc., １９９１.



桑名義晴，江夏健一監訳，IBI 国際ビジネス研究センター訳『異文化組織のマネジメント』（担

当：第１０章「国際キャリア」および「エピローグ」pp.２７４�２９６）マグロウヒル，１９９２年９月２５日．

研究論文（単著）

１． 「多国籍経営組織生成展開過程の考察」神戸商科大学大学院『星陵台論集』第１２巻３号，pp.７８�

９１，１９７９年１２月．

２． 「国際マーケティング活動の統合と分析フレームについて ―Wiechmann の所説を中心とし

て―」神戸商科大学大学院『星陵台論集』第１３巻３号，pp.６０�７８，１９８１年２月．

３． 「広告の国際統合 ―統合過程からの考察―」神戸商科大学大学院『星陵台論集』第１４巻１号，

pp.１５９�１８１，１９８１年８月．

４． 「国際広告の統合 ―プロセスと方法―」日本貿易学会『日本貿易学会年報』第２０号，pp.７２�７４，１９８３

年４月．

５． 「多国籍マーケティング管理の対立的局面 ―統合およびマーケティング優位の移転と適応との調

和化について―（Ⅰ）」近畿大学商経学会『商経学叢』第３０巻１号，pp.１６７�１９４，１９８３年６月．

６． 「多国籍マーケティング管理の対立的局面 ―統合およびマーケティング優位の移転と適応との調

和化について―（Ⅱ）」近畿大学商経学会『商経学叢』第３０巻２号，pp.１０１�１１８，１９８３年１２月．

７． 「日本企業の組織特性と優位性 ―米国企業との対比において―」近畿大学商経学会『商経学叢』

第３１巻２号，pp.１５５�１８０，１９８４年１２月．

８． 「在米日系製造子会社への日本的組織の導入 ―概念モデル―」日本貿易学会『日本貿易学会年報』

第２２号，pp.１１９�１２２，１９８５年３月．

９． 「在米日系製造工場における日本的組織特性 ―業績への貢献度の究明―」近畿大学商経学会『商

経学叢』第３２巻１号，pp.１７１�２０８，１９８５年６月．

１０． 「在米日系製造工場にみる米国人従業員の経営同化（Ⅰ）」近畿大学商経学会『商経学叢』第３２巻

２号，pp.２３９�２５６，１９８５年１２月．

１１． 「在米日系製造工場にみる米国人従業員の経営同化（Ⅱ）」近畿大学商経学会『商経学叢』第３２巻

３号，pp.１０３�１２２，１９８６年３月．

１２． 「在米日系製造子会社の組織特性 ―その日本的特質と経営成果との関連性―」日本貿易学会『日

本貿易学会年報』第２３号，pp.４６�５３，１９８６年６月．

１３． 「在米日系製造工場にみる日本的組織特性の潛在次元」近畿大学世界経済研究所『世界経済研究

年報』第７号，pp.７１�９２，１９８６年７月．

１４． 「在米日系製造子会社にみる日本的人事労務政策と価値の共有」日本貿易学会『日本貿易学会年報』

第２４号，pp.７�１４，１９８７年３月．

１５． 「日本企業の海外市場参入・浸透戦略 ―米国市場を中心に―」近畿大学世界経済研究所『世界経

済研究年報』第８号，pp.７３�９１，１９８７年９月．

１６． 「環境変動下における企業行動 ―競争優位と経営戦略―」近畿大学商経学会『商経学叢』第３６巻

３号，pp.３１�５１，１９９０年３月．

１７． “Competitive Advantage and Corporate Strategy; Corporate Behavior in the Midst of 

Changes in the Business Environment”（英論文）近畿大学商経学会『商経学叢』第３７巻１�

３号，pp.３８１�３９８，１９９０年１１月．

１８.  「イノベーションと企業文化」近畿大学世界経済研究所『世界経済研究年報』第１１号，pp.６９�

９０，１９９０年１２月．

１９． 「競争優位と企業行動」日本貿易学会『日本貿易学会年報』第２８号，pp.７５�８１，１９９１年２月．

２０． 「日本企業の研究開発戦略と組織の変容」近畿大学商経学会『商経学叢』第４１巻３号，pp.６３�

９６，１９９４年３月．

２１． 「研究開発組織の条件適応 ―先端企業の事例を中心に―」近畿大学商経学会『商経学叢』第４２巻

１号，pp.９５�１３６，１９９５年７月．

２２． 「研究開発組織の条件適応 ―成熟企業の事例を中心に―」近畿大学商経学会『商経学叢』第４２巻

２�３号，pp.４１�６３，１９９５年１１月．

２３． 「日本企業の研究開発マネジメントと戦略コンティンジェンシー ―産業間の比較分析―」近畿大

学商経学会『商経学叢』第４３巻１号，pp.１１１�２１０，１９９６年７月．

２４． 「日本企業の研究開発戦略とマネジメント」『国際ビジネス研究学会年報』第２号，pp.１２９�

１４５，１９９６年８月．

２５． 「日本企業の R&D マネジメントと外国人技術者」日本貿易学会『日本貿易学会年報』第３４号，



第６８巻　第１号

pp.１５２�１５７，１９９７年３月．

２６． 「在外日系企業の研究開発マネジメント」近畿大学商経学会『商経学叢』第４４巻１号，pp.２５�

８４，１９９７年６月．

２７． 「海外拠点にみる日本型研究開発」日本貿易学会『日本貿易学会年報』第３６号，pp.８５�８９，１９９９年

３月．

２８． 「グローバル R　&　D ネットワークの分析枠組み」近畿大学商経学会『商経学叢』第４８巻３号，pp.１�

２５，２００２年３月．

２９． 「米国系多国籍企業の拠点間協働のあり方と人事制度」近畿大学商学研究科『二十一世紀の商

学・経営学の課題 ―近畿大学大学院商学研究科設立五十周年記念論文集―』，pp.３５�６３，２００３年

３月．

３０． 「新製品開発における職能間統合のあり方 ―日米比較の視点から―」近畿大学商経学会『近畿大

学創立８０周年記念論集』pp.１７７�２０３，２００６年３月．

３１． 「組織伝統と在外製品開発 ―日米比較の視点から―」近畿大学商経学会『商経学叢』，第５３巻１�

２号，pp.９９�１１７，２００６年１２月．

３２． 「新製品開発とコミュニケーション ―日米比較の視点から―」近畿大学商経学会『商経学叢』第

５３巻３号，pp.４１�８３，２００７年３月．

３３． 「新製品開発における個人とチーム ―日米比較の視点から―」近畿大学商経学会『商経学叢』第

５４巻３号，pp.５５�７７，２００８年３月．

３４． 「新製品開発における機能間相互作用 ―日米比較の視点から―」近畿大学商経学会『商経学叢』

第５６巻１号，pp.２７７�３１３，２００９年７月．

３５． 「新興国における市場展開戦略」近畿大学商経学会『商経学叢』第５７巻１号，pp.９３�１１５，２０１０年

７月．

３６． 「日本企業の新製品開発のあり方と今後の課題 ―米国企業との対比において―」九州国際大学経

済学会『九州国際大学経営経済論集』第２０巻１�２号，pp.１�２９，２０１４年１月．

３７． 「消費者文化ポジショニングについての動態的考察」近畿大学商経学会『商経学叢』第６４巻３号，

pp.１３５�１７６，２０１８年３月．

報告書（共著）

１． 田端昌平（主査），高須教夫，小槻直史

『産業構造の変化に対応した雇用労働政策のあり方について（中間報告）』大阪府産業労働政策推

進会議，pp.１�８２，１９８８年．（田端執筆部分：pp.３�４５）

２． 田端昌平（主査），高須教夫，小槻直史

『産業構造の変化に対応した雇用労働政策のあり方について（最終報告）』大阪府産業労働政策推

進会議，pp.１�１３１，１９８９年．（田端執筆部分：pp.１�３３，pp.５６�７６）

学会報告（単著）

１． 「国際広告の統合 ―プロセスと方法―」日本貿易学会西部部会，１９８１年９月２６日．

２． 「在米日系製造子会社への日本的経営の導入 ―分析フレームの構築―」日本貿易学会西部部会，

１９８４年１１月１７日．

３． 「在米日系製造子会社の組織特性」日本貿易学会第２５回全国大会（於日本大学），１９８５年５月２８日．

４． 「在米日系製造工場にみる日本的人事労務政策と価値の共有」日本貿易学会第２６回全国大会（於

下関市立大学），１９８６年５月１１日．

５． 「円高下の企業行動 ―競争優位と経営戦略―」多国籍企業研究会西部部会，１９８８年４月２３日．

６． 「円高下の企業行動 ―競争優位と経営戦略―」多国籍企業研究会第２２回全国大会（於不死王閣），

１９８８年６月２４日．

７． 「革新志向的戦略の展開と日本的雇用環境の変化」日本貿易学会西部部会，１９８９年１２月９日．

８． 「競争優位と経営戦略」日本貿易学会第３０回全国大会（於早稲田大学），１９９０年５月１３日．

９． “Competitive Advantage and Corporate Strategy; Corporate Behavior in the Midst of 

Changes in the Business Environment”（英語による口頭報告），The Workshop for the 

Studies of Multinational Enterprise, International Symposium（於都ホテル東京），１９９０年

６月４日．

１０． 「日本企業のグローバル化と経営システム ―R & D を中心に―」多国籍企業研究会西部部会，

１９９１年９月１４日．



１１． 「日本企業の研究開発戦略と組織の変容」多国籍企業研究会西部部会，１９９４年１２月１０日．

１２． 「日本企業の研究開発戦略とマネジメント」国際ビジネス研究学会第２回全国大会（於神戸大学），

１９９５年１１月１９日．

１３． 「日本企業の研究開発マネジメントと外国人技術者」日本貿易学会西部部会，１９９５年１２月９日．

１４． 「在外日系企業の研究開発マネジメント」多国籍企業研究会西部部会，１９９８年５月３０日．

１５． 「海外拠点にみる日本型研究開発」日本貿易学会第３８回全国大会（於城西大学），１９９８年６月１４日．

１６． 「日本型研究開発の海外移転」国際ビジネス研究学会関西部会，１９９８年６月２０日．

１７． 「組織文化とイノベーション：日米比較の視点から」多国籍企業研究会西部部会，２００５年１月２２

日．

１８． 「新製品開発の日米比較」国際ビジネス研究学会全国大会（於広島市立大学），２００５年１０月１６日．

１９． 「組織伝統と在外製品開発 ―日米比較の視点から―」多国籍企業研究会全国大会統一論題（於東

芝研修センター），２００６年７月２９日．

２０． 「日本企業の新製品開発のあり方と今後の課題 ―米国企業との対比において―」九州国際大学経

済学会学術講演会（招待講演），２０１２年１０月１７日．

外部資金

１． ２００７年度文部科学省 GP『大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践支援）』事業名称

「知識・サービス化時代の国際ビジネス教育」




